






………………元日本銀行副総裁，日本経済研究センター理事長 岩 田 一 政
地域別人口動向から見た今後の日本のあり方
………………みずほ総合研究所主任研究員 岡 田 豊
IoT でつながる世界経済，日本企業
～業種を超えた競争・協調の時代へ～
………………NTT データ経営研究所取締役会長 山 本 謙 三
財政と金融の中長期課題と戦略
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順位 区名 人口増加率（％） 順位 区名 人口増加率（％）
１ 東京都千代田区 ２４．０ １１ 東京都江東区 ８．１
２ 東京都港区 １８．６ １２ 福岡市中央区 ８．０
３ 大阪市中央区 １８．３ １３ 札幌市中央区 ７．９
４ 東京都中央区 １５．０ １４ 大阪市福島区 ７．７
５ 大阪市浪速区 １３．０ １５ 福岡市博多区 ７．５
６ 東京都台東区 １２．６ １６ 福岡市西区 ７．０
７ 大阪市北区 １２．０ １７ 神戸市中央区 ６．９
８ 大阪市西区 １１．３ １８ さいたま市浦和区 ６．７
９ 東京都渋谷区 ９．８ １９ 名古屋市東区 ６．６
１０ 大阪市天王寺区 ８．５ ２０ 仙台市青葉区 ６．４
（資料） 総務省統計局「国勢調査報告」（２０１５年版）より，みずほ総合研究所作成



























































































































































































































































































































































































































































































































１９７６～８０年生まれ ８８．８ ７７．７ ５４．４ ３２．０ ３８．１ ３８．８ １９７６～８０年生まれ ９８．３ ９７．３ ９７．５ ７８．７ ６０．７ ５５．２
１９８１～８５年生まれ ８８．２ ８２．４ ６１．０ ３４．２ ４２．３ １９８１～８５年生まれ ９８．４１００．０１０１．４ ８６．６ ５９．９
１９８６～９０年生まれ ９５．８ ９１．９ ６５．７ ３９．１ １９８６～９０年生まれ １０２．９１０２．９１０６．２ ８５．１


























１９７６～８０年生まれ ９３．３ ８０．３ ５６．１ ３７．７ ４２．６ ４０．１ １９７６～８０年生まれ ９８．３ ９６．９１０２．７ ８８．２ ６８．７ ６０．６
１９８１～８５年生まれ ８７．７ ８２．３ ５９．７ ３９．２ ４２．１ １９８１～８５年生まれ ９９．１１００．６１０５．０ ９２．５ ６６．７
１９８６～９０年生まれ ９６．７ ８９．５ ６５．３ ４４．０ １９８６～９０年生まれ １０５．０１０６．２１０９．０ ９４．１
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１９２０ ４０ ５０ ６０ ７０ ８０ ９０ ２０００ １０ ２０ ３０ ４０ ５０ ６０
（年）




















































































































１９７５ ８０ ８５ ９０ ９５ ２０００ ５ １０ １５
（年）
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図表２７ グローバル・バリュー・チェーンに関する OECD の指摘
１． 近年，財・サービスの多くは，複数の国・企業の手を経て，つくられるようになっている。
すなわち，生産基盤の世界的な分散が進んでいる。
































































































































































（注） グロスベースは，「Gross exports」と「Gross imports」の差。
付加価値ペースは，「Domeslic value added embodied in foreign final demand」と，「Foreign value added embodied
in domestic final demand」の差。
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グロスベース 付加価値ベース グロスベース 付加価値ベース収支



















































“Forward Participation” と “Backward Participation”
素原材料など 中間財
資源国 当該国 Ｘ国 Ｙ国 最終消費国
Forward Participation
中間財素原材料































































































































































































































































































日本 ５．６ １４．７ ９．１
米国 １１．５ １５．０ ３．６
オーストラリア １２．１ １４．１ ２．０
ブラジル ７．８ １０．８ ２．９
ロシア １３．３ １３．７ ０．５
ドイツ １４．９ ２５．５ １０．７
フランス １７．３ ２５．１ ７．８
イギリス １８．３ ２３．１ ４．８
スイス １７．６ ２１．８ ４．２
韓国 ２２．３ ４１．７ １９．４
中国 ３３．４ ３２．２ －１．２
台湾 ３０．７ ４３．６ １２．９
インドネシア １２．６ １２．０ －０．６
タイ ２４．３ ３９．０ １４．７
フィリピン ３０．１ ２３．６ －６．５
ベトナム ２１．３ ３６．３ １５．０







出典：OECD-WTO “Statistics on Trade in Value Added” を基に NTT データ経営研究所が作成。




































日本 ５１．３ ５０．４ ４５．０
韓国 ４８．２ ４０．３ ２５．３
米国 ５３．５ ５５．７ ４９．８
EU２８ヵ国 ５２．６ ５７．６ ４２．７
ドイツ ４８．８ ５０．５ ３７．７
フランス ５５．８ ６２．６ ５１．０




中国 ４３．１ ４１．９ ２７．７
シンガポール ６０．２ ６６．５ ４１．８
タイ ５０．６ ４３．２ ２６．２
ベトナム ４５．７ ３８．２ ２３．１
フィリピン ５０．１ ４８．６ ３９．６
インド ４８．４ ５７．７ ４７．９
（注１） 詳細は，２０１４年１０月コラム「グローバル・バリュー・チェーン下の競争力はどこから生まれ
るか」を参照。過去のデータに遡って更新されていることに留意。
（注２）「サービス」の付加価値輸出ウェイト（対総輸出）は，「Domestic services value added share of
gross exports」と，「Foreign services value added share of gross exports」の単純合計。























































































図表３５ 日本企業の M&A の動向，海外進出の動向
出典：レコフデータ「News Release」を基に NTT データ経営研究所が作成。
２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年
＜前年比増加率＞ （単位：％）
年度 総 計
うち大企業 うち 中堅企業 うち 中小企業
２００６ ＋３．３ ＋２．３ ＋７．４ ＋７．０
２００７ ＋２．２ ＋０．３ ＋８．６ ＋９．９
２００８ ＋５．５ ＋３．８ ＋２．１ ＋２６．０
２００９ ＋３．１ －０．８ ＋８．１ ＋２４．６
２０１０ ＋２．２ ＋２．２ ＋０．９ ＋３．８
２０１１ ＋３．５ ＋３．０ ＋３．７ ＋６．３
２０１２ ＋２１．３ ＋８．５ ＋２４．６ ＋８８．０
２０１３ ＋２．５ ＋２．９ ＋１．４ ＋１．８
２０１４ ＋０．４ ＋１．１ －３．３ ＋０．９
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２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１６ ２０１９２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５
（年度）
















































































































社会保障給付費 １０５ １１０ １４１ １４９
GDP ５９２ ４８０ ７３９ ６１１



























１９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５













































人 件 費 ６．２０％ ５．８９％ ―０．３１％
公 共 事 業 ３．６５％ ３．８６％ ０．２１％
社 会 給 付 １７．８０％ ２２．７２％ ４．９２％
そ の 他 ８．１３％ ９．６５％ １．５１％
合 計 ３５．７９％ ４２．１２％ ６．３３％















２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３









































































































































































































０ １０ ２０ ３０ ４０ ５０
マネタリーベース（兆円）
































































































































２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０ ２０６０
（年版）
２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０ ２０６０
（年版）
「我が国の財政に関する長期推計（改訂版）」（２０１５年１０月９日，財政制度等審議会起草検討委員提出資料）




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































さらに iTunes Store というネットワーク
のほうで楽曲を買うサイトがありまして，
これが全部連動している。消費者が音楽
を聴きたい場合には iTunes Store からネ
ットでダウンロードして，そしてその














































































































































































































































































































































































































































































エア投資，特に AI とか Internet of Things
に，これはわれわれが独自にサーベイ調
査をやりまして，上位１０位の会社，ト
ップの AI とか Internet of Things をうま
く使っている企業と，そうでないのを区
別いたしまして，仮にトップ１０にすべ
ての日本の企業がそういう企業になると，
成長率が４．１％高まるわけです。今は
１％ちょっとですけれども，５％成長。
でも，ポイントは真の意味での国際化
とデジタリゼーションということで，私
の最後の締めくくりの言葉にいたしたい
と思います。どうも今日はご清聴ありが
とうございました。
経済研究所年報・第３１号（２０１８）
― ―１７４
